
興亜レジャー開発株式会社

(令和2年3月31日現在)

第３２期

（単位：円）

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

円 円

1,226,982,090 170,029,946

流　動　資　産 （ 129,284,162 ） 流　動　負　債 （ 94,142,051 ）

現 金 預 金 96,673,480 買 掛 金 198,914

売 掛 金 16,087,277 リ ー ス 債 務 16,780,572

商 品 2,564,245 親 会 社 未 払 金 44,366

貯 蔵 品 457,995 未 払 金 11,094,567

前 払 費 用 4,041,570 未 払 費 用 42,385,488

未 収 入 金 20,900 未 払 法 人 税 等 5,648,000

そ の 他 の 流 動 資 産 9,438,532 未 払 消 費 税 等 4,793,100

親 会 社 未 収 入 金 163 預 り 金 395,044

固　定　資　産 （ 1,097,697,928 ） 賞 与 引 当 金 9,240,000

〔 1,086,015,253 〕 そ の 他 の 流 動 負 債 3,562,000

建 物 24,285,504 固　定　負　債 （ 75,887,895 ）

構 築 物 44,756,178 リ ー ス 債 務 45,457,125

機 械 装 置 28,619,384 退 職 給 付 引 当 金 30,430,770

車 両 運 搬 具 2,328,076

工 具 器 具 備 品 12,754,149 1,056,952,144

リ ー ス 資 産 56,180,330 株　主　資　本 （ 1,056,952,144 ）

土 地 267,811,840 〔 400,000,000 〕

立 木 112,445,341 〔 809,281,368 〕

コ ー ス 勘 定 536,834,451 資 本 準 備 金 650,000,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 159,281,368

〔 11,682,675 〕

〔 △ 152,329,224 〕

長 期 前 払 費 用 1,931,345

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 152,329,224

保 険 積 立 金 9,751,330

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 152,329,224

1,226,982,090 1,226,982,090

（ 注 ） 当 期 純 利 益 5,238,006

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 　借 　対 　照 　表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

負 債 の 部

資 本 金

資 本 剰 余 金

興亜レジャー開発　株式会社



興亜レジャー開発株式会社

第３２期 興亜レジャー開発　株式会社

（単位：円）

科　　　　目

円 円

487,216,269

453,528,308

売 上 総 利 益 33,687,961

44,076,862

営 業 利 益 △ 10,388,901

営 業 外 収 益

1,082

18,538,821 18,539,903

営 業 外 費 用

200,630

経 常 利 益 7,950,372

税 引 前 当 期 純 利 益 7,950,372

法人税、住民税及び事業税 2,712,366

当 期 純 利 益 5,238,006

雑 損 失

金　　　　額

売　　上　　高

売　　上　　原　　価

損　益　計　算　書
自　平成31年4月 1日

至　令和 2年3月31日

販売費および一般管理費

受 取 利 息

雑 収 入



興亜レジャー開発株式会社

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　貸借対照表および損益計算書の作成にあたって採用した重要な会計処理の原則および手続きは
　次のとおりであります｡

 （1）資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品    売価還元原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用して

　おります。

貯蔵品 　 先入先出原価法を採用しております。

　

 （2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
　 法人税法の規定による定額法を採用しております。

② リース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 （3）引当金の計上基準

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を

計上しております｡

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

 （4）その他計算書類の作成のための基本となる重要項目

消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は､税抜方式によっております｡

２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,900,447,687円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

（１）営業取引

①売上高 2,166,191円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）事業年度の末日における発行済株式の種類および総数 27,000株

５．リースにより使用する固定資産に関する注記
（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　主として、乗用カートおよび電子計算機ならびにその周辺機器、通信設備であります。

②リース資産の減価償却の方法

｢固定資産の減価償却の方法｣に記載の通りであります。

６．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 39,146円38銭

（２）１株当たり当期純利益 194円00銭

普通株式


